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精読憲法判例 
[人権編]  

＊ 

補遺 

 
【更新情報】 

2018/05/21 「7 国籍法事件」「26 札幌税関検査事件」「27 『北方ジャーナル』事件」「51 薬事法事

件」の追加参考条文、問題等を掲載しました。 
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７ 国籍法事件 

 

◎ 58頁【参考条文】に、以下の条文を追加する。（2018/05/21） 

 
国籍法（平成 20 年 12月 12 日法律第 88 号による改正前

のもの） 

第 1条 日本国民たる要件は、この法律の定めるところに

よる。 

第 2条 子は、次の場合には、日本国民とする。 

(1) 出生の時に父又は母が日本国民であるとき。 

(2) 出生前に死亡した父が死亡の時に日本国民であつ

たとき。 

(3) 日本で生まれた場合において、父母がともに知れな

いとき、又は国籍を有しないとき。 

第 3条（平成 20 年 12月 12 日法律第 88 号による改正前

のもの） 父母の婚姻及びその認知により嫡出子たる身

分を取得した子で 20 歳未満のもの（日本国民であつた

者を除く。）は、認知をした父又は母が子の出生の時に

日本国民であつた場合において、その父又は母が現に

日本国民であるとき、又はその死亡の時に日本国民であ

つたときは、法務大臣に届け出ることによつて、日本の

国籍を取得することができる。 

２  前項の規定による届出をした者は、その届出の時に日

本の国籍を取得する。 

第 4条 日本国民でない者（以下「外国人」という。）

は、帰化によつて、日本の国籍を取得することができ

る。 

２  帰化をするには、法務大臣の許可を得なければなら

ない。 

第 5条 法務大臣は、次の条件を備える外国人でなけれ

ば、その帰化を許可することができない。 

(1) 引き続き 5年以上日本に住所を有すること。 

(2) 20 歳以上で本国法によつて行為能力を有すること。 

(3) 素行が善良であること。 

(4) 自己又は生計を一にする配偶者その他の親族の資

産又は技能によつて生計を営むことができること。 

(5) 国籍を有せず、又は日本の国籍の取得によつてそ

の国籍を失うべきこと。 

(6) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又

はその下に成立した政府を暴力で破壊することを企

て、若しくは主張し、又はこれを企て、若しくは主張す

る政党その他の団体を結成し、若しくはこれに加入し

たことがないこと。 

２  法務大臣は、外国人がその意思にかかわらずその国

籍を失うことができない場合において、日本国民との親

族関係又は境遇につき特別の事情があると認めるとき

は、その者が前項第五号に掲げる条件を備えないときで

も、帰化を許可することができる。 

第 8条 次の各号の一に該当する外国人については、法

務大臣は、その者が第 5 条第 1 項第 1号、第 2号及び

第 4号の条件を備えないときでも、帰化を許可すること

ができる。 

(1) 日本国民の子（養子を除く。）で日本に住所を有

するもの 

(2) 日本国民の養子で引き続き 1年以上日本に住所を

有し、かつ、縁組の時本国法により未成年であつたも

の 

(3) 日本の国籍を失つた者（日本に帰化した後日本の

国籍を失つた者を除く。）で日本に住所を有するもの 

(4) 日本で生まれ、かつ、出生の時から国籍を有しな

い者でその時から引き続き 3年以上日本に住所を有す

るもの 

国籍法（平成 20 年 12月 12 日法律第 88 号によって改正、

追加されたもの） 

第 3 条 父又は母が認知した子で 20 歳未満のもの（日本

国民であつた者を除く。）は、認知をした父又は母が子

の出生の時に日本国民であつた場合において、その父

又は母が現に日本国民であるとき、又はその死亡の時に

日本国民であつたときは、法務大臣に届け出ることによ

つて、日本の国籍を取得することができる。 

２  前項の規定による届出をした者は、その届出の時に日

本の国籍を取得する。 

第 20条 第 3 条第 1項の規定による届出をする場合にお

いて、虚偽の届出をした者は、1年以下の懲役又は 20

万円以下の罰金に処する。 

２  前項の罪は、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 2 条

の例に従う。 

 
 
◎ 58頁【判決の論理構造】の図に、「＜事件当時の日本国籍取得の仕組みと本判決が問題と

した区別＞」とのキャプションを付加する。（2018/05/11） 

 

◎ 59頁【判決の論理構造】の図に、「＜ (日本人父の)非嫡出子の国籍取得の要件設定(事件

当時)に関する各意見の理解＞」とのキャプションを付加する。（2018/05/11） 
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26 札幌税関検査事件 

 

◎ 288頁【Questions】に、以下を追加する。（2018/05/21） 

 

問 23 近年、多数の漫画を著作権者に無断で原作のまま掲載し、無料で読めるようにしたウェブサイトが登場し、出

版業界の収益に膨大な損害を与えているといわれている。その対策として国会は次のような内容の立法を行った。

①著作権侵害を目的として設立され、現に原作のままの著作物をそのまま掲載するウェブサイトを「海賊版サイト」と

定める。②文部科学省の外局にいわゆる独立行政委員会として、複数名の有識者からなる海賊版サイト監視委員

会を設立する。③海賊版サイト監視委員会はインターネット上のウェブサイトを常時監視したうえで、何が「海賊版サ

イト」に該当するかを認定し、リスト化する。④文部科学大臣は、海賊版サイト監視委員会の作成したリストに基づ

き、インターネットの接続事業を行っているプロバイダー（ISP）に対し、当該リスト上に掲載されたウェブサイトへの接

続を遮断（ブロッキング）するよう命じる権限が与えられる。⑤④の命令に対しては名宛人である ISP だけでなく、あ

らゆる個人・団体に取消訴訟を提起する原告適格が与えられる。このような立法は、憲法 21 条 1 項、2 項の観点

から合憲であるといえるか。合憲、違憲両方の立場から論じよ。▶木下昌彦「著作権侵害サイトのブロッキングをめぐる憲法

上の問題について」内閣府知的財産戦略本部（検証・評価・企画委員会）提出資料

（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/2018/contents/dai3/siryou4.pdf） 

 

  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/2018/contents/dai3/siryou4.pdf
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27 『北方ジャーナル』事件 

 

◎ 302頁【Questions】に、以下を追加する。（2018/05/21） 

 
問 21 現在の著作権法のもとでは、著作権を侵害する者以外に対しては差止めを請求することができない（著作権

法 112 条）。しかし、欧州では、著作権者には、侵害者ではない「インターネットの接続事業を行っているプロバイダ

ー」（ISP）に対して、著作権侵害サイトへの接続を遮断（ブロッキング）することを求める権利が認められている。そこ

で政府は、著作権法 112 条を改正し、著作権者は、インターネットの接続事業を行っている ISP に対し、著作権侵

害サイトへの接続遮断を請求することができる旨の規定を新たに加えた。新規定のもと、著作権者は、右接続遮断

請求権を保全するために、民事保全法に基づく仮処分手続を利用できるとした場合、①現行の民事保全法の規定

のまま、裁判所が、口頭弁論・審尋を経ることなく ISP に対する差止めの仮処分を命じること（民保法 3 条）、また、

②当該仮処分命令に対して ISP は保全異議等の不服申立てができるが、接続遮断の対象となったサイトの運営者

やウェブ利用者には不服申立ての手段がないこと（民保法 26 条参照）には、それぞれ、そこにいかなる憲法上の

問題があるといえるか。あるという立場、ないという立場からの論証を示せ。なお、接続遮断対象となる著作権侵害

サイトには、それ自体は著作権侵害ではない記述や図画も掲載されうるとして考えよ。▶【2】【10】 
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51 薬事法事件 

 

◎ 468頁【参考条文】に、以下の条文を追加する。（2018/05/21） 

 

薬事法 

第 1条 この法律は、医薬品、医薬部外品、化粧品及び

医療用具に関する事項を規制し、その適正をはかること

を目的とする。 

第 5条 薬局は、その所在地の都道府県知事の許可を受

けなければ、開設してはならない。 

２  前項の許可は、2年ごとにその更新を受けなけれ

ば、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

第 6条 次の各号のいずれかに該当するときは、前条第 1

項の許可を与えないことができる。 

(1) その薬局の構造設備が、厚生省令で定める基準に

適合しないとき。 

(2) 申請者（申請者が法人であるときは、その業務を

行なう役員を含む。第 13 条第 2 項において同じ。）

が、次のイからホまでのいずれかに該当するとき。 

イ 第 75 条第 1 項の規定により許可を取り消され、取

消しの日から 3年を経過していない者 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなつた後、3年を経過して

いない者 

ハ イ及びロに該当する者を除くほか、この法律、麻

薬取締法（昭和 28 年法律第 14 号）、毒物及び劇

物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）その他薬事に

関する法令又はこれに基づく処分に違反し、その違

反行為があつた日から 2年を経過していない者 

ニ 禁治産者、精神病者又は麻薬、大麻、あへん若

しくは覚せい剤の中毒者 

ホ その性癖素行に照らして、薬局を管理する薬剤師

の第 9条に規定する義務の遂行を著しく阻害すること

が明白である者 

２  前項各号に規定する場合のほか、その薬局の設置の

場所が配置の適正を欠くと認められる場合には、前条第

1項の許可を与えないことができる。ただし、当該許可

を与えない場合には、理由を附した書面でその旨を通知

しなければならない。 

３  都道府県知事は、前条第 1項の許可の申請について

前項本文に規定する事由があるかどうかを判定するに

は、地方薬事審議会の意見を聞かなければならない。 

４  第 2 項の配置の基準は、住民に対し適正な調剤の確

保と医薬品の適正な供給を図ることができるように、都

道府県が条例で定めるものとし、その制定に当たつて

は、人口、交通事情その他調剤及び医薬品の需給に影

響を与える各般の事情を考慮するものとする。 

第 24条 薬局開設者又は医薬品の販売業の許可を受け

た者でなければ、業として、医薬品を販売し、授与し、

又は販売若しくは授与の目的で貯蔵し、若しくは陳列

（配置することを含む。以下同じ。）してはならない。

ただし、医薬品の製造業者又は輸入販売業者が、その

製造し、又は輸入した医薬品を、薬局開設者又は医薬

品の製造業者若しくは販売業者に販売し、授与し、又は

その販売若しくは授与の目的で貯蔵し、若しくは陳列す

るときは、この限りでない。 

２  前項の許可は、2年ごとにその更新を受けなけれ

ば、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

第 25条 医薬品の販売業の許可を分けて、次のとおりと

する。 

(1) 一般販売業の許可 

(2) 薬種商販売業の許可 

(3) 配置販売業の許可 

(4) 特例販売業の許可 

第 26条 一般販売業の許可は、店舗ごとに、その店舗の

所在地の都道府県知事が与える。 

２  前項の許可については、第 6条の規定を準用する。

ただし、同条第 1項第 1 号の 2及び第 2項から第 4 項ま

での規定は、もつぱら薬局開設者、医薬品の製造業者

若しくは販売業者又は病院、診療所若しくは家畜診療施

設の開設者に対してのみ、業として、医薬品を販売し又

は授与する一般販売業の許可については、準用しな

い。 

３  前項ただし書の規定に該当する一般販売業の許可を

受けている者は、当該許可に係る店舗については、業と

して、医薬品を、薬局開設者、医薬品の製造業者、輸

入販売業者又は販売業者及び病院、診療所又は家畜診

療施設の開設者以外の者に対し、販売し、又は授与し

てはならない。ただし、都道府県知事の許可を受けたと

きは、この限りでない。 

４  前項ただし書の許可については、第 6条第 1 項第 1

号の 2 及び第 2項から第 4 項までの規定を準用する。 

 
 


